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Ⅳ にぎわいと活力にみちたまちづくり 

◎本市を支える産業の振興 

(施)中小企業金融対策費（経済部 商工労政課） 

８０９，７６９千円（ 807,467千円） 

１ 事業目的 

資金繰りに苦慮している市内中小企業者に対し、新居浜市中小企業振興資金等融資制度を

活用し、資金需要に対応するとともに、市制度融資利用者に対して利子補給を実施すること

により、中小企業の資金繰りの安定化を図る。 

 ２ 事業年度 

    昭和２７年度～ 

 ３ 事業概要 
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 ４ ２２年度の事業内容 

(１)中小企業振興資金預託金（緊急経営資金含む）  234,000千円 

(２)中小企業設備近代化資金預託金         550,000千円 

  (３)中小企業緊急経済対策預託金            3,000千円 

  (４)中小企業振興資金等融資業務委託料              2,667千円 

  (５)愛媛県信用保証協会負担金            2,010千円 

  (６)中小企業振興資金等利子補給補助金        18,092千円 

     平成20年 10月1日～平成23年3月31日までの間の市制度融資申込者に対し、返済開

始日から 1年を経過するまでの期間に支払った利子を助成する。 

５ 財源内訳 

(１)諸収入  787,000千円 

(２)一財     22,769千円 
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◎企業誘致・立地の推進 

(施)企業立地促進対策費（経済部 商工労政課） 

１３５，６６４千円（100,093千円） 

１ 事業目的 

新居浜市企業立地促進条例に基づき、市内への企業立地を促進するため必要な奨励措

置を講じ、本市産業の振興・多様化と雇用の促進を図り、地域の活性化に資する。 

 ２ 事業年度 

      昭和５７年度～ 

３ 事業概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※当初計上額は一部のみ 

  

４ ２２年度の事業内容 

（１） 補助金  135,504千円 

（２） 企業立地促進法関連事業負担金 160千円 
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(単)工業用地造成事業（東予港地区）（企画部 総合政策課）（新規） 

１４０，０００千円 

１ 事業目的 

     東予港東港地区に工業用地を造成し、背後地域の安全性の向上、市の経済発展を図る。 

２ 事業年度 

   平成２２年度～平成２７年度 

 ※以下特別会計ベースの事業費 

３ 22年度の事業内容 

工事費 １４０，０００千円 

４ 財源内訳 

 (１)市債 100％ １４０，０００千円 

 

 

 

(単)工業用地造成事業（多極型事業用地）（経済部 商工労政課）（新規） 

８１４，０１４千円 

１ 事業目的 

多極型産業推進事業用地は、平成 18年度をもって立地企業が全て決定し、新たな工業

用地を確保するため、平成 21年度から貯木場事業用地を造成しているが、早期の完売が

見込まれており、新たな企業用地の確保が課題となっている。 

このようなことから、多極型産業推進事業用地のゾーニング変更を行い、企業用地を

確保し、多様な企業立地を促進することにより、産業振興、雇用創出等地域経済の活性

化を図る。 

２ 事業年度 

      平成２２年度～平成２７年度 

 ※以下特別会計ベースの事業費 

３ 事業概要 

   ゾーニング変更を行い、企業用地、道路、緑地等を整備する。 

企業用地  28,651㎡ 

  公園・緑地 11,932㎡ 

道路         7,686㎡       

 計     48,269㎡ 

４ 22年度の事業内容 

    (１)委託料（調査、設計、測量等）  7,000千円 

    (２)工事費             351,400千円 

      (３)用地費            454,514千円 

(４)事務費等             1,100千円   

        計            814,014千円 

５ 財源内訳 

  (１)市債 100％ ３６０，０００千円 

    (２)諸収入    ４５４，０１４千円 
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◎農林水産業の振興 

(単)市単独土地改良事業（経済部 農地整備課） 

４０，０００千円（40,000千円） 

１ 事業目的 

受益面積 5.0ha未満及び県単独土地改良事業の適用を受けない農道及びかんがい排水

施設等の整備を行い、地域に応じた効果的、公益的な生産基盤の整備を推進し、農業生

産の安定化を図る。 

２ 事業年度 

      平成２２年度        

   ３ 事業内容 

    (１)補助金  36,500千円 

       水路改良等 

 (２)原材料費  3,500千円 

 

(単)農道維持管理事業（経済部 農地整備課） 

２０，０００千円（30,000千円） 

１ 事業目的 

農業用施設の改修及び補修を行うことで、施設の機能低下の防止、延命化及び事故等

の未然防止を図る。 

   ２ 事業年度 

      平成２２年度 

３ 事業内容 

(１) 施設修繕料   14,000千円 

(２) 浚渫委託料    3,000千円 

(３) 道路管理委託料  3,000千円 

 

 (施)有害鳥獣駆除費（経済部 農林水産課）（拡充） 

８００千円（480千円） 

１ 事業目的 

山林に生息する鳥獣（イノシシ等）が、人家付近及び田畑へ出没を繰り返し、水稲、

ジャガイモ、タケノコ等の農作物に著しい被害を与えている。そこで、有害鳥獣を駆除

することで、農作物被害の軽減を図り、地域住民の安心・安全の生活を確保する。 

   ２ 事業年度 

      平成２２年度 

３ 事業概要 

      イノシシを駆除した市内３猟友会に対して、１頭１０千円の報償費の支出 

   ４ 事業内容   

(１) 報償費 800千円 

５ 財源内訳 

    (１)県   200千円 

(２)一財  600千円 
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 (公)海岸保全施設整備事業（経済部 農林水産課） 

 ６１，０００千円（500千円） 

１ 事業目的 

垣生漁港東護岸は、昭和３０年頃に整備された石積護岸であり、長い年月を経て、護

岸堤体部の間隙等の老朽化が激しいことから、津波や高潮に関する危機管理対策として、

護岸の破堤防止を実施し、緊急的な防災機能の確保を図る。 

   ２ 事業年度 

      平成２１年度～平成２２年度 

３ ２２年度の事業内容 

（１）実施設計  Ｌ＝216.7ｍ 

（２）護岸法覆工 Ｌ＝216.7ｍ 

   ４ 財源内訳 

（１） 国  50％（30,500千円） 

（２） 市債 90％（27,400千円）（交付税算入率 50％） 

    （３） 一財 3,100千円 

 

◎観光・物産の振興 

(施)観光宣伝推進費（経済部 運輸観光課）（拡充） 

 ４，７２５千円（4,206千円） 

１ 事業目的 

観光パンフレットやポスター等で産業遺産や新居浜太鼓祭りなどの観光資源を積極的

に宣伝することにより、観光振興を図り、交流人口の増加による地域経済の活性化を推

進する。 

   ２ 事業年度 

      平成２２年度 

３ 事業内容   

(１) 観光パンフレット、ポスター等による観光宣伝事業 3,193千円 

① 観光パンフレット等製作、郵送 

② 太鼓祭りポスター製作、郵送、掲出 

③ 「未来への鉱脈」冊子再販 

④ その他（旅費、仮設トイレ設置） 

(２) 新居浜ふるさと観光大使関係事業 282千円 

① ふるさと観光大使記念品、名刺、委嘱状等 

(３) 秋祭りブランド化事業 1,250千円 

① （仮）秋祭りブランド化推進協議会負担金 

② シャトルバス借上げ、駐車場警備等 

４ 財源内訳 

    (１)その他（「未来への鉱脈」販売収入） 1,260千円 

(２)一財  3,465千円 
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◎交通運輸体系の整備 

(施)別子山地域バス運行費（経済部 別子山支所）（拡充） 

 ２２，４９９千円（12,016千円） 

１ 事業目的 

平成１８年度から、新居浜市街地方面へバスの運行を実施しているが、平成２２年５

月（予定）から、四国中央市方面への路線バスが廃止となることから、新たに四国中央

市方面への地域バスを運行することにより、別子山地域住民の交通手段の確保を図る。 

   ２ 事業年度 

      平成２２年度 

３ 事業概要 

（１） 新居浜市街地方面 

① 運行区間 別子橋～住友別子病院前 

② 運行便数 2往復4便（毎日）、期間限定で 3往復6便 

③ 使用車両 リフト付マイクロバス（普通席１７人＋車いす１人） 

または、ワゴン車（普通席９人） 

（２） 四国中央市方面 

① 運行区間 別子山支所～伊予三島駅、別子山支所～別子橋 

② 運行便数 3往復6便 

別子山支所～伊予三島駅（日曜祝祭日と 12/31～1/3を除く毎日） 

別子山支所～別子橋  （小中学校の授業日） 

③ 使用車両 ワゴン車（普通席９人） 

（３） 使用料 大人400円、小人200円（別子山地区内のみの利用者は半額） 

   ４ ２２年度の事業内容  

（１） 新居浜市街地方面  12,225千円  運行委託料、需用費、役務費等 

（２） 四国中央市方面      10,274千円  運行委託料、需用費、役務費等 

５ 財源内訳 

(１) その他（バス乗客収入）   1,681千円 

(２) その他（別子山振興基金） 20,818千円 

 

◎消費生活の安定と向上 

(施)消費生活改善対策費（市民部 広報相談課）（拡充） 

 ９，４３１千円（4,598千円） 

   １ 事業目的 

消費者重視の政策に転換を図るため、平成２１年５月２９日消費者庁関連３法が成立

し平成２１年９月には消費者庁が設置された。本市においても、消費者生活相談窓口を

拡張充実し、平成２２年４月、消費生活センターを設置し消費者の視点に立ち「消費生

活相談体制の強化」「関係機関、各種団体、消費者団体等の連携強化」「消費者啓発・消

費者自立支援の充実」「消費生活安全・安心の確保」「情報提供の充実・消費者意見の反

映」により消費生活の安定と向上を目指す。 

   ２ 事業年度 

      平成２２年度 

   ３ 事業内容 

（１）消費生活相談事業 ４，８４８千円 
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 消費生活相談員による悪質商法や契約に関するトラブル、多重債務などの消費生活

相談を受け、助言・斡旋を行うとともに、出前講座を実施し、消費者啓発を行う。 

（２）消費生活改善対策事業 １２２千円 

  自立する消費者学習講座や消費者のつどい講演会などを実施し、消費者教育を行う。 

（３）消費者行政活性化事業 ４，４６１千円 

  愛媛県の地方消費者行政活性化基金を活用し、消費生活相談員を１人増員するとと

もに、担当職員や相談員の研修体制を充実し、知識の向上を図る。また、法律の専門

家による多重債務相談の実施、市関係課所、市内関係機関や各種団体等との連携強化

を行い、消費者被害を未然に防ぐとともに、食の安全に関する講座の実施や様々な広

報媒体を活用した情報提供や広報活動の強化により消費者に広く啓発を行う。 

４ 財源内訳 

（１） 県    4,461千円 

（２） 一財   4,970千円 

 

 

       

 


